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M&P Legal Note EX note 2024-4 

【労務 Tip】その請負は違法な偽装請

負じゃないですか？（偽装請負の判断

基準・労働者性の判断基準（37 号告示

と昭和 60 年報告との関係性）） 

 

2024 年 2 月 5 日 

松田綜合法律事務所 

 

 

※この記事は松田綜合法律事務所の note に掲載したものです。 

https://note.com/mandp/n/n66af073045a8 

 

【質問】 

Q． 当社は、お菓子の製造メーカーの会社から業務委託を受けて、そのメーカーの所有す

る工場内において、当社の従業員にお菓子の製造を行わせています。最近、ニュースで偽

装請負というワードを耳にしたのですが、どのような場合に偽装請負と判断されるのか、

区別基準などはあるのでしょうか。 

 

【回答】 

A． 厚労省作成の「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」

(昭和 61 年労働省告示第 37 号)が出されており、これに従って請負か労働者派遣かを区

別することになります。 

また、個別事例ごとの判断については、厚労省作成の「労働者派遣事業と請負により行わ

れる事業との区分に関する基準（37 号告示）関係疑義応答集」が参考になります。 

 

【解説】 

1 前提 

偽装請負とは、会社間の契約が形式上は請負契約であるものの、その実態は、注文事業主

が請負事業主の雇用する労働者を直接指揮命令しており、その実態は労働者派遣である場

合をいいます。 

下記の図のうち左側は請負契約、右側は労働者派遣のモデル図ですが、パッと見た印象と

https://note.com/mandp/n/n66af073045a8
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しては似たような契約関係に見えると思います。 

 

請負（左）と労働者派遣（右）のモデル図 

 

つまり請負も労働者派遣も、 

 

①会社間の契約関係 

②派遣元又は請負事業主と労働者との雇用契約関係 

があることは同じですが、 

 

③指揮命令関係について、 

  （ⅰ）請負事業主と労働者との間にあるのか（この場合は、請負） 

  （ⅱ）派遣先と労働者との間にあるのか（この場合は、労働者派遣） 

という点が違います。 

 

そのため、両者の区別については、指揮命令関係がどこにあるかで区別することができる

といえます。 

このようにとらえると、両者の区別は容易にも思えますが、実際は、この指揮命令関係が

どこに生じているのか、注文事業主として請負事業主の労働者にどこまで指示ができるの

かという点を巡って、難しい問題があります。 

 

注文事業主としては、当然に請負契約だと思っていても、意識して区別をしておかない

と、偽装請負と判断されてしまう可能性があります（なお、偽装請負を図にすると、以下

の通りです。）。 

https://assets.st-note.com/img/1707135050396-haDw81SzWh.png?width=2000&height=2000&fit=bounds&quality=85
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偽装請負のモデル図 

 

2 請負と労働者派遣について 

 

(1)請負と労働者派遣の区別基準 

 

請負と労働者派遣の区別基準については、厚労省より、「労働者派遣事業と請負により行

われる事業との区分に関する基準」(昭和 61 年労働省告示第 37 号)（いわゆる、「37 号

告示」）が出されております（https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/dl/h241218-

01.pdf）。 

37 号告示によれば、請負と判断されるためには、請負事業主において、 

 

①自己の雇用する労働者の労働力を直接利用していること 

②請け負った業務を自己の業務として独立して処理すること 

 

が必要であるとされています。 

この①②の判断の具体的内容は、以下のとおり非常に細かく規定があります。 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/dl/h241218-01.pdf
https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/dl/h241218-01.pdf
https://assets.st-note.com/img/1707134966637-RRqKumlvvC.png?width=2000&height=2000&fit=bounds&quality=85
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「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」 

(昭和 61 年労働省告示第 37 号)（いわゆる、「37 号告示」） 

 

このように、37 号告示は、請負と判断されるための条件を事細かに設定しており、このい

ずれをも満たさないと請負と判断してもらえませんので（言い換えると、偽装請負と判断

されてしまいますので）、そのハードルは極めて高いといえます。 

 

(2)問題になりやすい例 

 

偽装請負が問題になりやすいのは、注文事業主の所有する工場にて請負事業主の労働者が

業務に従事するようなケースの場合です。 

このようなケースの場合、当該工場内に注文事業主の雇用する現場責任者が、請負事業主

の雇用する労働者に対して、業務遂行方法についての指揮命令をしてしることがあります

が、これは、上記の「業務の遂行に関する指示その他の管理を自ら行うものであるこ

と。」を満たさす、偽装請負と判断されてしまう可能性があります。 

 

また、当該工場や工場内の設備の使用について、当事者間で特段の契約を結んでおらず、

無償での使用を認めていることがありますが、これは、上記の「自己の責任と負担で準備

https://assets.st-note.com/img/1707136009282-VLzl5Hpi1j.png?width=2000&height=2000&fit=bounds&quality=85
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し、調達する機械、設備若しくは器材(業務上必要な簡易な工具を除く。)又は材料若しく

は資材により、業務を処理すること。」を満たさず、偽装請負と判断されてしまう可能性

があります。 

37 号告示は、抽象的な表現がなされており、実際の事例においてどのような点に注意すべ

きかということのイメージがつきづらい面があるかと思います。 

請負と労働者派遣との区別基準について、具体的な内容を知りたいということであれば、

厚労省作成の「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準（37 号告

示）関係疑義応答集」（https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/gigi_outou01.html）が参考

になりますので、ご確認下さい。 

 

3 労働者性の判断基準 

 

請負と労働者派遣の区別基準とは別に、労働者性の判断基準、があります。 

例えば、一人親方、運転士、芸能人等との間で業務委託契約を締結しているものの、これ

らの者に対して注文事業主が直接指揮命令をしており、その実質が雇用契約であると判断

されることがあります。 

このような場合に用いられる労働者性の判断基準については、厚労省作成の「労働基準法

研究会報告（労働基準法の「労働者」の判断基準について）」（以下、「昭和 60 年報告」と

いいます。）が出されております（https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-

roudoukyoku/library/osaka-roudoukyoku/H23/23kantoku/roudousyasei.pdf）。 

 

昭和 60 年報告における労働者性の判断基準は、以下のとおりです。 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/gigi_outou01.html
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/library/osaka-roudoukyoku/H23/23kantoku/roudousyasei.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/library/osaka-roudoukyoku/H23/23kantoku/roudousyasei.pdf
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「労働基準法研究会報告（労働基準法の「労働者」の判断基準について）」 

（以下、「昭和 60 年報告」といいます。） 

 

4 37 号告示と昭和 60 年報告の整理 

 

37 号告示と昭和 60 年報告は、いずれについても直接の指揮命令関係の有無を問題にして

いるという点は共通しておりますが、その適用場面が異なります。 

すなわち、37 号告示は、注文事業主（会社）と請負事業主（会社）との間における請負契

約が、労働者派遣に該当するか否かを判断するための基準であり、以下の図のⒶを問題に

します。いわば、会社間における契約関係に適用される基準です。 

https://assets.st-note.com/img/1707136434801-zV5BxAd0ux.png?width=2000&height=2000&fit=bounds&quality=85
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３７号告示のモデル図 

他方、昭和 60 年報告は、注文事業主（会社）と請負事業主（個人）との間における請負

契約が、雇用契約に該当するか否かを判断するための基準であり、以下の図のⒷを問題に

します。いわば、会社と個人との間における契約関係に適用される基準です。 

６０年報告のモデル図 

https://assets.st-note.com/img/1707136661670-k2vCZE9hUR.png?width=2000&height=2000&fit=bounds&quality=85
https://assets.st-note.com/img/1707136721438-5fqUI743dS.png?width=2000&height=2000&fit=bounds&quality=85
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このように、37 号告示と昭和 60 年報告とは適用される場面が異なりますので、どの契約

関係が問題になっているのかを踏まえた上で、適切な基準に基づいて判断をしていただく

必要があります。 

 

 

【参考資料リンク集】 

• 37 号告示（https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/dl/h241218-01.pdf） 

• 37 号告示質疑応答集（https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/gigi_outou01.html） 

• 昭和 60 年報告（https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/library/osaka-

roudoukyoku/H23/23kantoku/roudousyasei.pdf） 

 

 

この記事に関するお問い合わせ，ご照会は以下の連絡先までご連絡ください。 

 

info@jmatsuda-law.com  

 

松田綜合法律事務所 

〒100-0004 東京都千代田区大手町二丁目 1 番 1 号  大手町野村ビル 10 階  

電話：03-3272-0101 FAX：03-3272-0102 

 

この記事に記載されている情報は，依頼者及び関係当事者のための一般的な情報として作成さ

れたものであり，教養及び参考情報の提供のみを目的とします。いかなる場合も当該情報につ

いて法律アドバイスとして依拠し又はそのように解釈されないよう，また，個別な事実関係に

基づく具体的な法律アドバイスなしに行為されないようご留意下さい。 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/dl/h241218-01.pdf
https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/gigi_outou01.html
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/library/osaka-roudoukyoku/H23/23kantoku/roudousyasei.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/library/osaka-roudoukyoku/H23/23kantoku/roudousyasei.pdf

